
■ 大株主

■ 所有者別分布状況　株主数：14,038名

名称

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

明治安田生命保険相互会社  

株式会社三菱UFJ銀行 

株式会社京都銀行　

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

日本生命保険相互会社　

株式会社滋賀銀行　

三菱UFJ信託銀行株式会社　

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)　

所有株式数（千株） 所有割合（%）
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証 券 コ ー ド
事 業 年 度
株 式 の 状 況

単 元 株 式 数

東京証券取引所プライム市場

3月31日

3591

毎年4月1日から翌年3月31日まで

発行済株式総数：55,500,000株

（うち自己株式3,840,910株）

100株

株主名簿管理人

ADR（米国預託証券）

預 託 代 理 人

〒100-8212 東京都千代田区丸の内1-4-5

三菱UFJ信託銀行株式会社

Cusip NO.：930004304

比率：1ADR=5普通株式

市場：OTC（店頭市場）

シンボル：WACLY

The Bank of New York Mellon

240 Greenwich St, New York, 

NY 10286, U.S.A.

Tel：1-201-680-6825

フリーダイヤル（米国内）

888-269-2377（888-BNY-ADRS）

http://www.adrbnymellon.com

ワコールホールディングスWebサイト

https://www.wacoalholdings.jp/

ワコールグループの方針

＞トップメッセージ
＞グループ経営理念 
＞中長期経営戦略フレーム「VISION 2030」
＞中期経営計画（リバイズ）
＞コーポレート・ガバナンス
＞コンプライアンス
＞デジタルトランスフォーメーション（DX）

＞ワコールグループのビジネスモデル
＞ワコールの価値創造プロセス
＞事業活動におけるマテリアリティ
 （重要課題）
＞事業分野

＞株式会社ワコールホールディングス
＞株式会社ワコール
＞ワコールグループ一覧
＞ワコールグループの歴史

ワコールの事業

会社案内

投資家情報

https://www.wacoalholdings.jp/ir/

投資家情報

IRニュース

＞経営情報
＞財務情報・業績ハイライト
＞月次売上情報
＞IRライブラリ
＞株主還元（配当・自己株式の取得）
＞株主優待
＞株式情報
＞株主総会
＞株価情報 

＞IRニュース一覧
＞IRスケジュール
＞注意事項
＞電子公告
＞よくあるご質問 

サステナビリティ

https://www.wacoalholdings.jp/sustainability/

サステナビリティ方針

サステナビリティへの取り組み
（ESG推進項目）

＞経営理念
＞メッセージ
＞基本方針、ステークホルダーとの関わり
＞サステナビリティ推進体制
＞事業活動におけるマテリアリティ（重要課題）
＞統合レポート
＞ESGデータ集

＞CSR調達
＞コーポレート・ガバナンス
＞コンプライアンス
＞リスクマネジメント
＞品質と安全
＞人的資本
＞環境
＞社会貢献
＞人権
＞ステークホルダーとの対話
＞お客さまへの対応
＞ISO26000対照表

2025年3月31日現在

｜Webサイトのご案内｜投資家情報

■編集後記

「統合レポート2025」をご覧いただき、誠にありがとうございます。中計リバイズ改革の中、今
回の制作にあたっては、“人”に焦点を当て、国内外の従業員の声を数多く取り入れました。彼
らの声を通じて、取り組みの背景や課題、そして未来への意志が、少しでも皆さまに伝われば
嬉しく思います。今後もステークホルダーの皆さまとの対話を大切にし、透明性の高い情報開
示と、IR・広報・サステナビリティ推進活動を通じた価値創造に真摯に取り組んでまいります。

コーポレートコミュニケーション部　部長　渡辺聡子
制作チーム：赤江 のぞみ、嶋崎 晴也、谷 春菜、仲田 有希、宮治 亜依
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